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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含んでおりません。  

    ３. 第37期第２四半期連結累計期間及び第37期第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４. 第38期第２四半期連結累計期間及び第38期第２四半期連結会計期間、並びに第37期の潜在株式調整後１株

当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損

失であるために記載しておりません。 

回次 
第37期 

第２四半期連結
累計期間 

第38期 
第２四半期連結

累計期間 

第37期 
第２四半期連結

会計期間 

第38期 
第２四半期連結 

会計期間 
第37期 

会計期間 

自平成20年 
４月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成21年 
４月１日 
至平成21年 
９月30日 

自平成20年 
７月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成21年 
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成20年 
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高（千円） 3,977,374 2,310,335 2,228,829 1,262,597 6,426,466 

経常損益（千円） 39,855 △407,532 △20,091 △160,661 △552,381 

四半期（当期）純損益（千円） 35,903 △338,018 1,774 △164,815 △857,716 

純資産額（千円） － － 22,881,393 21,183,579 21,537,571 

総資産額（千円） － － 24,973,726 22,748,562 23,344,928 

１株当たり純資産額（円） － － 2,487.23 2,317.63 2,355.04 

１株当たり四半期（当期）純損益

金額（円） 
3.90 △36.98 0.19 △18.03 △93.43 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） － － 91.6 93.1 92.2 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
292,235 △3,477 － － 779,752 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△118,029 △197,120 － － △823,111 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△276,141 △157,982 － － △394,882 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ － 2,722,037 1,921,570 2,218,619 

従業員数（人） － － 851 860 839 

－ 1 －



２【事業の内容】 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

  

  

３【関係会社の状況】 

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は、就業人員であります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は、当社から他社への出向者を除いた就業人員であります。 

  

  

平成21年９月30日現在

従業員数（人） 860   

平成21年９月30日現在

従業員数（人） 241   

－ 2 －



第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当第２四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

    ２. 金額は販売価格によっております。 

    ３. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当第２四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

    ２. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

     ２. 前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売 

      実績の総販売実績に対する割合については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しております。 

    ３. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

  
前年同四半期比（％）  

  

精機事業（千円） 233,113 52.5 

光製品事業（千円） 996,629 56.2 

合計（千円） 1,229,743 55.4 

事業の種類別セグメントの名称 受注高 前年同四半期比
（％） 

受注残高  前年同四半期比
（％） 

精機事業（千円） 194,378 58.7 75,914 124.2 

光製品事業（千円） 1,025,722 59.6 381,983 72.6 

 合計（千円） 1,220,100 59.4 457,897 77.9 

事業の種類別セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 
前年同四半期比（％） 

精機事業（千円） 236,509 51.0 

光製品事業（千円） 1,026,088 58.1 

合計（千円） 1,262,597 56.6 

－ 3 －



２【事業等のリスク】 

 当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

  

  

－ 4 －



３【経営上の重要な契約等】 

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

  

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

（１）業績の状況 

 当第２四半期連結会計期間における世界経済は、昨年末からの金融・経済危機による景気低迷が続く中、各国が協

調し危機克服に向けた対策に取り組みました。世界的な在庫調整の進展や中国における政策効果の発現等から、景気

の下げ止まりを示唆する動きがみられたものの、全般的な基調としては、なお深刻な状況が続くこととなりました。

また、わが国経済においては、国内外の各種政策効果を背景として、輸出及び生産等に持ち直しの動きがみられまし

たが、完全失業率が過去最大水準となる等、依然厳しい状況にあります。 

 こうした環境下において当社グループは、光ディスク成形用金型を主力製品とする精機事業、光通信用部品を主力

製品とする光製品事業の両事業において既存顧客の維持と新規顧客の開拓に取り組みましたが、顧客の設備投資意欲

は減退しており、当第２四半期連結会計期間における連結売上高は1,262,597千円（前年同期比43.4％減少）となり

ました。売上高の不振から、当第２四半期連結会計期間における営業損益は205,910千円の営業損失（前年同期は

4,301千円の営業損失）、また経常損益は160,661千円の経常損失（前年同期は20,091千円の経常損失）、四半期純損

益は164,815千円の四半期純損失（前年同期は1,774千円の四半期純利益）となりました。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 精機事業 

 光ディスク成形メーカー各社の設備稼働率と設備投資意欲は停滞していることから光ディスク成形用金型とそのメ

ンテナンス需要は低調に推移し、売上高は236,509千円（前年同期比49.0％減少）となりました。営業損益につきま

しては、売上高の減少が影響し、190,547千円の営業損失（前年同期は76,096千円の営業損失）となりました。 

② 光製品事業 

 光通信関連市場は中国を中心として緩やかながら回復の兆しがみられるものの、前年同期ほどの勢いは無く、売上

高は1,026,088千円（前年同期比41.9％減少）となりました。営業損益につきましては、売上高の減少や比較的付加

価値の高い光通信用部品製造機器等の販売が低調に推移した結果、15,362千円の営業損失（前年同期は71,795千円の

営業利益）となりました。 

  

 所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 国内 

 国内においては、光ディスク成形用金型及び光通信用部品の販売が振るわず、売上高は582,125千円（前年同期比

40.2％減少）となりました。営業損益につきましては、売上高の減少が影響し、276,839千円の営業損失（前年同期

は96,203千円の営業損失）となりました。 

② 北米 

 北米においては、光ディスク成形用金型のメンテナンスや金型部品、及び光通信用部品の販売が振るわず、売上高

は171,581千円（前年同期比48.5％減少）、営業損益につきましては、売上高の減少が影響し、4,185千円の営業損失

（前年同期は20,741千円の営業利益）となりました。 

③ アジア 

 アジアにおいては、光ディスク成形用金型のメンテナンスや金型部品の販売が低調に推移いたしました。光通信用

部品の生産・販売は堅調に推移したものの前年同期ほどの勢いは無く、売上高は307,173千円（前年同期比37.9％減

少）、56,800千円の営業利益（前年同期比31.4％減少）となりました。 

④ ヨーロッパ 

 ヨーロッパにおいては、光ディスク成形メーカーの稼働率が停滞したことにより、光ディスク成形用金型のメンテ

ナンスや金型部品の販売が振るわず、光通信用部品の販売も低調に推移した結果、売上高は201,717千円（前年同期

比52.8％減少）となりました。営業損益につきましては、売上高の減少が影響し、7,469千円の営業損失（前年同期

は11,943千円の営業利益）となりました。 

  

－ 5 －



（２）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は1,921,570千円となり、第１四半期連結会計期

間末から3,941千円減少いたしました。当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの

要因は次のとおりであります。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動の結果得られた資金は104,173千円（前年同期比57.0％減少）となりました。営業活動による資金増加の

主な要因は、減価償却費121,296千円、法人税等の還付額84,047千円、その他の資産の減少額91,756千円等であり、

資金減少の主な要因は、売上債権の増加額169,250千円、税金等調整前四半期純損失161,565千円等であります。 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動の結果減少した資金は94,992千円（前年同期比41.6％減少）となりました。投資活動による資金増加の主

な要因は、定期預金の払戻による収入56,377千円であり、資金減少の主な要因は、有形固定資産の取得による支出

108,733千円等であります。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動に伴う資金の変動はありませんでした。 

  

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 前連結会計年度後半に発生した世界的な金融・経済危機により市場環境は急激に悪化し、当社グループの連結業績

も低迷しています。従来から毎年度、翌期に向けて社内で作成していた中期経営計画も、市場の見通しが極めて流動

的であったことから作成を見合わせておりました。 

 当第２四半期連結会計期間末現在、当社グループを取り巻く市場環境もやや落ち着きを取り戻しつつあります。精

機・光製品の両事業の収益力が低下している中、将来の企業像を見据えた計画的な事業戦略の策定と実行が不可欠に

なっています。このため、当連結会計年度末を目処に、来年度からの５ヶ年にわたる長期経営計画を策定することと

いたしました。 

  

（４）研究開発活動  

 当社グループの研究開発活動の内容は、開発部門を主体とする新事業領域に向けた新技術や新製品の開発と、既存

事業領域における新製品開発や製品改良、生産技術の改善に大別されます。 

 新事業領域に向けた新技術や新製品の開発は開発担当部門を中心に進めており、当第２四半期連結会計期間におい

て発生した研究開発費は139,055千円となっております。一方、既存事業領域における新製品開発や製品改良、生産

技術の改善は、精機・光製品の両事業部門の技術担当部署が担当しておりますが、当第２四半期連結会計期間におい

てこれらの活動に要した費用は43,562千円となりました。これにより、当第２四半期連結会計期間における研究開発

活動費用の総額は182,617千円となりました。 

 なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 

  

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

  

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。 

  

  

  

－ 7 －



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 37,000,000 

計 37,000,000 

種類 
第２四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成21年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月12日） 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名 
内容 

普通株式 9,333,654 9,333,654 ジャスダック証券取引所 単元株式数100株

計 9,333,654 9,333,654 － － 
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（２）【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権 

株主総会の特別決議日（平成13年６月21日） 

（注）権利行使の条件として以下の１から６までの条件を設けております。 

        １ 権利を付与された者は平成15年７月１日以降、新株引受権の行使が可能になるものとし、以下の区分に従っ

て付与された新株引受権の一部又は全部を行使することができることとします。なお、以下の計算の結果、

行使可能な株式数が１単元の株式数の整倍数でない場合は、１単元の株式数の整倍数に切り上げた数としま

す。 

    (1) 平成15年７月１日以降、平成16年６月30日までは付与株式数の10分の３まで行使することができる。 

(2) 平成16年７月１日以降、平成17年６月30日までは(1)の期間に行使した分を含めて付与株式数の10分の６

となるまで行使することができる。 

(3) 平成17年７月１日以降、平成23年６月21日までは付与株式数のすべてについて、行使することができる。

 ２ 権利を付与された者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができます。ただし、６に掲げる権

利付与契約に定める条件により、その行使可能な付与株式数及び行使可能な期間等について制限されるこ

とがあります。 

 ３ 権利を付与された者は、当社及び当社関係会社の役員または従業員の地位を喪失した場合には新株引受権を

行使することはできません。ただし、取締役の任期満了及び従業員の会社都合による退職その他これらに準

じて当社取締役会が権利の存続を相当と認めた場合には、権利行使を認めることができるものとします。そ

の他、後記６に掲げる権利付与契約に定める条件により、その行使可能な付与株式数及び行使可能な期間等

について制限されることがあります。 

 ４ 権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲渡、質入その他一切の処分をすることができません。

 ５ 権利付与日以降、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行う場合、株式交換若しくは株式移転を行う場

合、また会社分割を行う場合、その他これらの場合に類して調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場

合は、必要最小限かつ合理的な範囲で付与株式数、発行価額、権利行使期間その他の条件の調整若しくは新

株引受権行使の制限を行い、又は未行使の新株引受権を失効させることができるものとします。 

 ６ この他、権利行使の条件は、平成13年６月21日開催の当社定時株主総会決議及び当社取締役会決議に基づ

き、当社と付与の対象者との間で締結する権利付与契約に定めるものとします。 

  

  

  
第２四半期会計期間末現在 

（平成21年９月30日） 

新株予約権の数（個） － 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

 単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,200 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 7,411 

新株予約権の行使期間 
 平成15年７月１日～ 

平成23年６月21日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格                7,411 

資本組入額       3,706 

新株予約権の行使の条件 （注） 

新株予約権の譲渡に関する事項 
付与された権利を第三者に譲渡、質入その他一切の処分を

することができない。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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② 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

株主総会の特別決議日（平成14年６月20日） 

 株式会社精工技研 第１回新株予約権（平成14年12月19日発行） 

 (注)  １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

       ２ 株予約権者が死亡した場合、相続人が新株予約権を承継し、これを行使することができます。ただし、新株

予約権割当契約に定める条件により、行使可能な新株予約権の数及び行使可能期間等について制限がなさ

れ、又は新株予約権を当社に返還すべきこととなることがあります。 

      また、新株予約権者が当社又は当社子会社の役社員の地位を喪失した場合には新株予約権を当社に返還する

ものとし、これを行使することができません。ただし、取締役の任期満了及び従業員の会社都合による退職

その他これらに準じて当社取締役会が新株予約権の存続を相当と認めた場合には、新株予約権の行使を認め

ることができます。この際、新株予約権割当契約に定める条件により、行使可能な新株予約権の数及び行使

可能期間等について制限がなされることがあります。 

      その他の条件は、平成14年６月20日開催の当社定時株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、

当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによります。

  

  
第２四半期会計期間末現在 

（平成21年９月30日） 

新株予約権の数（個）  （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 36,500 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,187 

新株予約権の行使期間 
 平成15年７月１日～ 

平成24年６月20日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格                2,187 

資本組入額       1,094 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の第三者への譲渡、質入その他一切の処分は認

めない。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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株主総会の特別決議日（平成17年６月22日） 

 株式会社精工技研 第２回新株予約権（平成17年12月22日発行） 

  (注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

  ２ ① 新株予約権者は、権利行使日の属する年度の前年度の当社グループ連結決算において、営業利益額が当

該年度の前年度の営業利益額より増加している場合に限り、各新株予約権を行使することができる。 

    ② 新株予約権者が当社就業規則第28条（新株予約権者が当社のグループ事業会社の従業員である場合は、

その就業規則において同様の目的で定める規定とする。）に定める休職期間中にある場合、各新株予約権

を行使することができない。 

    ③ 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

    ④ その他の条件は、平成17年６月22日開催の当社定時株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところにより

ます。 

  

  
第２四半期会計期間末現在 

（平成21年９月30日） 

新株予約権の数（個） （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 60,300 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 3,950 

新株予約権の行使期間 
 平成19年９月１日～ 

平成24年８月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格                3,950 

資本組入額          1,975 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の第三者への譲渡、質入その他一切の処分は認

めない。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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 株主総会の特別決議日（平成17年６月22日） 

 株式会社精工技研 第３回新株予約権（平成18年４月25日発行） 

  (注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

  ２ ① 新株予約権者は、権利行使日の属する年度の前年度の当社グループ連結決算において、営業利益額が当

該年度の前年度の営業利益額より増加している場合に限り、各新株予約権を行使することができる。 

    ② 新株予約権者が当社就業規則第28条（新株予約権者が当社のグループ事業会社の従業員である場合は、

その就業規則において同様の目的で定める規定とする。）に定める休職期間中にある場合、各新株予約権

を行使することができない。 

    ③ 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

    ④ その他の条件は、平成17年６月22日開催の当社定時株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところにより

ます。 

  

  
第２四半期会計期間末現在 

（平成21年９月30日） 

新株予約権の数（個） （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 18,600 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 4,180 

新株予約権の行使期間 
 平成19年９月１日～ 

平成24年８月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格        4,180 

資本組入額       2,090 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の第三者への譲渡、質入その他一切の処分は認

めない。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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（３）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

  

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

（５）【大株主の状況】 

  

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金 
増減額 

（千円） 

資本準備金 
残高 

（千円） 

平成21年７月１日～ 

平成21年９月30日 
- 9,333,654 - 6,791,682 - 10,571,419 

平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

上野 昌利 千葉県松戸市 912,000 9.77 

有限会社 高志 千葉県松戸市下矢切188-11 694,000 7.43 

有限会社 光研 千葉県松戸市三矢小台2-6-2 623,000 6.67 

木村 保 千葉県松戸市 609,200 6.52 

細江 由紀子 千葉県松戸市 462,500 4.95 

都丸 由美子 千葉県松戸市 460,500 4.93 

高橋 光雄 千葉県松戸市 395,100 4.23 

高橋 藤子 千葉県松戸市 381,500 4.08 

上野 淳 千葉県松戸市 329,000 3.52 

吉田 智恵 東京都中央区 329,000 3.52 

計 － 5,195,800 55.67 
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（６）【議決権の状況】 

①【発行済株式】  

  (注) 「単元未満株式」には、当社所有の自己株式 82株が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

  

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  

  

平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
 （自己保有株式） 

 普通株式      193,400 
－ 

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

完全議決権株式（その他）  普通株式    9,139,000 91,390 同上 

単元未満株式  普通株式    1,254 － 同上 

発行済株式総数 9,333,654 － － 

総株主の議決権 － 91,390 － 

平成21年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 

所有株式数
（株） 

他人名義 
所有株式数

（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式 
総数に対する 

所有株式数の割合
(％) 

（自己保有株式） 

 株式会社精工技研 
千葉県松戸市松飛台296―１ 193,400 － 193,400 2.1 

計 ― 193,400 － 193,400 2.1 

月別 
平成21年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 740 869 1,090 1,048 934 902 

最低（円） 668 656 845 803 850 792 
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第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平

成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、当第２四半期連結会計期間（平成

21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日

まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

   なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツ

となっております。 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 13,503,573 13,796,969

受取手形及び売掛金 1,232,526 1,414,526

商品及び製品 205,436 195,104

仕掛品 379,513 385,094

原材料及び貯蔵品 374,465 411,717

未収還付法人税等 10,579 17,790

その他 224,619 242,964

貸倒引当金 △4,608 △5,000

流動資産合計 15,926,105 16,459,167

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 4,375,876 4,333,845

減価償却累計額 △2,168,725 △2,092,483

建物及び構築物（純額） 2,207,150 2,241,362

機械装置及び運搬具 2,495,523 2,429,688

減価償却累計額 △1,917,238 △1,822,423

機械装置及び運搬具（純額） 578,284 607,265

土地 2,211,508 2,211,508

その他 2,151,105 2,006,206

減価償却累計額 △1,466,416 △1,379,992

その他（純額） 684,688 626,213

有形固定資産合計 5,681,631 5,686,349

無形固定資産   

のれん 51,730 89,936

その他 78,801 87,814

無形固定資産合計 130,531 177,751

投資その他の資産   

投資有価証券 15,378 13,553

投資不動産（純額） 873,027 876,999

その他 122,986 132,703

貸倒引当金 △1,099 △1,597

投資その他の資産合計 1,010,293 1,021,659

固定資産合計 6,822,456 6,885,761

資産合計 22,748,562 23,344,928

－ 16 －



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 256,528 449,504

1年内返済予定の長期借入金 － 20,880

未払法人税等 31,999 31,064

その他 643,803 694,493

流動負債合計 932,331 1,195,942

固定負債   

退職給付引当金 325,933 297,932

長期未払金 147,728 148,814

長期預り保証金 137,064 145,630

長期預り敷金 19,037 19,037

その他 2,888 －

固定負債合計 632,651 611,414

負債合計 1,564,982 1,807,356

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,791,682 6,791,682

資本剰余金 10,571,419 10,571,419

利益剰余金 4,404,983 4,880,104

自己株式 △427,107 △427,107

株主資本合計 21,340,977 21,816,099

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △2,870 △4,840

為替換算調整勘定 △154,528 △285,796

評価・換算差額等合計 △157,398 △290,637

少数株主持分 － 12,109

純資産合計 21,183,579 21,537,571

負債純資産合計 22,748,562 23,344,928

－ 17 －



（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 3,977,374 2,310,335

売上原価 2,719,346 1,758,736

売上総利益 1,258,027 551,599

販売費及び一般管理費 ※  1,333,148 ※  1,059,105

営業損失（△） △75,120 △507,506

営業外収益   

受取利息 49,638 42,561

受取配当金 250 220

投資不動産賃貸料 19,200 19,200

為替差益 33,111 －

その他 22,383 50,697

営業外収益合計 124,583 112,679

営業外費用   

不動産賃貸原価 7,206 6,607

為替差損 － 4,721

その他 2,401 1,376

営業外費用合計 9,607 12,704

経常利益又は経常損失（△） 39,855 △407,532

特別利益   

固定資産売却益 112 －

特別利益合計 112 －

特別損失   

固定資産除却損 33 624

固定資産売却損 － 469

投資有価証券評価損 － 290

特別損失合計 33 1,384

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

39,934 △408,916

法人税、住民税及び事業税 35,431 7,369

過年度法人税等戻入額 － △74,451

法人税等調整額 △31,399 8,294

法人税等合計 4,031 △58,787

少数株主損失（△） － △12,109

四半期純利益又は四半期純損失（△） 35,903 △338,018

－ 18 －



【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 2,228,829 1,262,597

売上原価 1,548,748 944,503

売上総利益 680,080 318,094

販売費及び一般管理費 ※  684,382 ※  524,004

営業損失（△） △4,301 △205,910

営業外収益   

受取利息 27,994 21,427

受取配当金 34 26

投資不動産賃貸料 9,600 9,600

その他 3,753 27,167

営業外収益合計 41,382 58,221

営業外費用   

不動産賃貸原価 3,603 3,303

為替差損 53,294 8,735

その他 274 934

営業外費用合計 57,171 12,973

経常損失（△） △20,091 △160,661

特別利益   

固定資産売却益 68 －

特別利益合計 68 －

特別損失   

固定資産除却損 11 624

固定資産売却損 － △10

投資有価証券評価損 － 290

特別損失合計 11 903

税金等調整前四半期純損失（△） △20,034 △161,565

法人税、住民税及び事業税 25,306 5,325

法人税等調整額 △47,115 △659

法人税等合計 △21,808 4,665

少数株主損失（△） － △1,416

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,774 △164,815

－ 19 －



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

39,934 △408,916

減価償却費 310,064 240,863

のれん償却額 38,587 39,237

受取利息及び受取配当金 △49,889 △42,781

賃貸料の受取額 △19,200 △19,200

固定資産売却損益（△は益） △112 469

固定資産除却損 33 624

投資有価証券評価損益（△は益） － 290

貸倒引当金の増減額（△は減少） △338 △1,156

長期未払金の増減額（△は減少） － △1,100

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,159 28,001

為替差損益（△は益） 21 △3,773

売上債権の増減額（△は増加） △462,270 221,406

たな卸資産の増減額（△は増加） 196,877 63,699

その他の資産の増減額（△は増加） 16,314 70,930

仕入債務の増減額（△は減少） 128,170 △237,058

その他の負債の増減額（△は減少） △4,238 △55,973

小計 196,114 △104,438

利息及び配当金の受取額 38,886 34,091

法人税等の還付額 68,782 84,047

法人税等の支払額 △11,547 △17,177

営業活動によるキャッシュ・フロー 292,235 △3,477

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △4,716,501 △4,171,521

定期預金の払戻による収入 4,801,190 4,171,640

有形固定資産の取得による支出 △216,175 △180,662

有形固定資産の売却による収入 1,589 576

無形固定資産の取得による支出 △7,312 △3,139

投資有価証券の取得による支出 △152 △144

投資不動産の賃貸による収入 19,200 19,200

差入保証金の差入による支出 － △35,583

その他の収入 － 4,076

その他の支出 － △1,563

その他 132 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △118,029 △197,120

－ 20 －



（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 － △20,880

自己株式の取得による支出 △159 －

配当金の支払額 △275,982 △137,102

財務活動によるキャッシュ・フロー △276,141 △157,982

現金及び現金同等物に係る換算差額 △33,640 61,530

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △135,576 △297,049

現金及び現金同等物の期首残高 2,857,613 2,218,619

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,722,037 ※  1,921,570

－ 21 －



【簡便な会計処理】 

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日） 

固定資産の減価償却費の算定方法    定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。 

－ 22 －



【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

（四半期連結損益計算書関係） 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

  

   該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。  

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日） 

 ※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

    千円

給料手当 279,926

減価償却費 103,279

研究開発費 421,532

退職給付費用 7,068

 ※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

    千円

給料手当 289,928

減価償却費 86,583

研究開発費 241,141

退職給付費用 10,693

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

 ※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

    千円

給料手当 144,123

減価償却費 52,659

研究開発費 219,729

退職給付費用 3,541

 ※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

    千円

給料手当 140,103

減価償却費 41,729

研究開発費 139,055

退職給付費用 4,323

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日） 

 ※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                             （平成20年9月30日現在） 

       千円 

現金及び預金勘定 13,764,138 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △11,042,100 

現金及び現金同等物 2,722,037 

 ※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                             （平成21年9月30日現在） 

       千円 

現金及び預金勘定 13,503,573 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △11,582,003 

現金及び現金同等物 1,921,570 

－ 23 －



（株主資本等関係） 

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 

平成21年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

  

３．新株予約権等に関する事項 
  
  該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの                                  
       

   該当事項はありません。 

  

  

普通株式     9,333千株 

普通株式      193千株 

  

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり
配当額 
(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月19日 

定時株主総会 
 普通株式 137,102 15 平成21年３月31日 平成21年６月22日  利益剰余金 

－ 24 －



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

  前第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

                                          (単位：千円) 

  当第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

                                          (単位：千円) 

 （注）１．事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分の主な製品 

     前第２四半期連結会計期間 

 (1) 精機事業  ： 光ディスク成形用金型、粉末冶金用金型等 

 (2) 光製品事業 ： 光コネクタ、光コネクタ付コード、光減衰器、フェルール、アイソレータ、 

            光コネクタ研磨機等 

     当第２四半期連結会計期間 

 (1) 精機事業  ： 光ディスク成形用金型、粉末冶金用金型、レンズ等 

 (2) 光製品事業 ： 光コネクタ、光コネクタ付コード、光減衰器、フェルール、アイソレータ、 

                光コネクタ研磨機、無給電光伝送装置等 

  精機事業 光製品事業 計 消去又は全社 連結 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 463,530 1,765,299 2,228,829 － 2,228,829 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 463,530 1,765,299 2,228,829 － 2,228,829 

営業利益又は営業損失(△) △76,096 71,795 △4,301 － △4,301 

  精機事業 光製品事業 計 消去又は全社 連結 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 236,509 1,026,088 1,262,597 － 1,262,597 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 236,509 1,026,088 1,262,597 － 1,262,597 

営業損失(△) △190,547 △15,362 △205,910 － △205,910 

－ 25 －



  前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

                                          (単位：千円) 

  当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

                                          (単位：千円) 

 （注）１．事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分の主な製品 

     前第２四半期連結累計期間 

 (1) 精機事業  ： 光ディスク成形用金型、粉末冶金用金型等 

 (2) 光製品事業 ： 光コネクタ、光コネクタ付コード、光減衰器、フェルール、アイソレータ、 

            光コネクタ研磨機等 

     当第２四半期連結累計期間 

 (1) 精機事業  ： 光ディスク成形用金型、粉末冶金用金型、レンズ等 

 (2) 光製品事業 ： 光コネクタ、光コネクタ付コード、光減衰器、フェルール、アイソレータ、 

                光コネクタ研磨機、無給電光伝送装置等 

３．会計処理の方法の変更 

     前第２四半期連結累計期間 

      (棚卸資産の評価に関する会計基準) 

     第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年

７月５日）を適用しております。これによる影響額は、精機事業で営業損失が5,642千円増加し、光製品

事業で営業利益が56,228千円減少しております。 

    ４. 追加情報 

         前第２四半期連結累計期間 

      (スクラップ売却収入の会計処理) 

        スクラップ売却収入は従来、営業外収益として処理しておりましたが、金額的な重要性が増したこと、

及び今後も継続的に発生が見込まれることから、第１四半期連結会計期間より売上高として処理すること

としました。この結果、従来の方法によった場合に比べ、光製品事業で営業利益が17,604千円増加してお

ります。 

  精機事業 光製品事業 計 消去又は全社 連結 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 966,773 3,010,600 3,977,374 － 3,977,374 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 966,773 3,010,600 3,977,374 － 3,977,374 

営業利益又は営業損失(△) △157,523 82,403 △75,120 － △75,120 

  精機事業 光製品事業 計 消去又は全社 連結 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 411,305 1,899,030 2,310,335 － 2,310,335 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 411,305 1,899,030 2,310,335 － 2,310,335 

営業損失(△) △379,871 △127,635 △507,506 － △507,506 

－ 26 －



【所在地別セグメント情報】 

  前第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

                                          (単位：千円) 

  当第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

                                          (単位：千円) 

  日本 北米 アジア ヨーロッパ 計 消去又は全社 連結 

売上高               

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
973,407 333,102 494,575 427,744 2,228,829 － 2,228,829 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
678,317 7,026 411,507 353 1,097,205 (1,097,205) － 

計 1,651,724 340,129 906,083 428,097 3,326,035 (1,097,205) 2,228,829 

営業利益又は営業損失

(△) 
△96,203 20,741 82,844 11,943 19,326 △23,627 △4,301 

  日本 北米 アジア ヨーロッパ 計 消去又は全社 連結 

売上高               

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
582,125 171,581 307,173 201,717 1,262,597 － 1,262,597 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
244,241 132 242,824 － 487,198 (487,198) － 

計 826,367 171,713 549,997 201,717 1,749,796 (487,198) 1,262,597 

営業利益又は営業損失

(△) 
△276,839 △4,185 56,800 △7,469 △231,694 25,784 △205,910 

－ 27 －



  前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

                                          (単位：千円) 

  当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

                                          (単位：千円) 

   (注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。  

      (1) 北米     ：  米国 

      (2) アジア    ：  中国、台湾 

      (3) ヨーロッパ  ：  ドイツ 

    ３．会計処理の方法の変更 

     前第２四半期連結累計期間 

      (棚卸資産の評価に関する会計基準) 

   第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年

７月５日）を適用しております。これによる影響額は、日本で営業損失が60,757千円増加し、アジアで

営業利益が1,113千円減少しております。 

    ４. 追加情報 

     前第２四半期連結累計期間 

      (スクラップ売却収入の会計処理) 

          スクラップ売却収入は従来、営業外収益として処理しておりましたが、金額的な重要性が増したこと、

及び今後も継続的に発生が見込まれることから、第１四半期連結会計期間より売上高として処理すること

としました。この結果、従来の方法によった場合に比べ、アジアで営業利益が17,604千円増加しておりま

す。 

  日本 北米 アジア ヨーロッパ 計 消去又は全社 連結 

売上高               

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
1,914,293 648,562 657,150 757,367 3,977,374 － 3,977,374 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
1,365,321 10,158 911,217 353 2,287,050 (2,287,050) － 

計 3,279,614 658,720 1,568,368 757,721 6,264,425 (2,287,050) 3,977,374 

営業利益又は営業損失

(△) 
△244,510 28,557 127,421 20,400 △68,131 △6,988 △75,120 

  日本 北米 アジア ヨーロッパ 計 消去又は全社 連結 

売上高               

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
1,017,820 352,604 529,534 410,375 2,310,335 － 2,310,335 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
499,515 960 503,115 296 1,003,888 (1,003,888) － 

計 1,517,336 353,565 1,032,650 410,671 3,314,223 (1,003,888) 2,310,335 

営業利益又は営業損失

(△) 
△614,436 △16,320 93,358 △4,683 △542,081 34,575 △507,506 

－ 28 －



【海外売上高】 

  前第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

                                              (単位：千円) 

  当第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

                                              (単位：千円) 

  前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

                                              (単位：千円) 

  当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

                                              (単位：千円) 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

     (1) アメリカ地域     ： 米国  

     (2) ヨーロッパ地域    ： ドイツ  

     (3) アジア・その他地域  ： 中国、台湾 

       ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

        ４．追加情報 

     前第２四半期連結累計期間 

      (スクラップ売却収入の会計処理) 

      スクラップ売却収入は従来、営業外収益として処理しておりましたが、金額的な重要性が増したこと、

及び今後も継続的に発生が見込まれることから、第１四半期連結会計期間より売上高として処理すること

としました。この結果、従来の方法によった場合に比べ、アジア・その他地域で売上高が17,604千円増加

しております。 

  アメリカ地域 ヨーロッパ地域 アジア・その他地域 計 

Ⅰ 海外売上高 333,102 440,222 547,262 1,320,587 

Ⅱ 連結売上高 － － － 2,228,829 

Ⅲ 連結売上高に占める海外

  売上高の割合（％） 
14.9 19.8 24.6 59.3 

  アメリカ地域 ヨーロッパ地域 アジア・その他地域 計 

Ⅰ 海外売上高 171,581 201,852 342,882 716,316 

Ⅱ 連結売上高 － － － 1,262,597 

Ⅲ 連結売上高に占める海外

  売上高の割合（％） 
13.6 16.0 27.1 56.7 

  アメリカ地域 ヨーロッパ地域 アジア・その他地域 計 

Ⅰ 海外売上高 648,562 798,012 780,821 2,227,397 

Ⅱ 連結売上高 － － － 3,977,374 

Ⅲ 連結売上高に占める海外

  売上高の割合（％） 
16.3 20.1 19.6 56.0 

  アメリカ地域 ヨーロッパ地域 アジア・その他地域 計 

Ⅰ 海外売上高 352,604 410,511 589,747 1,352,863 

Ⅱ 連結売上高 － － － 2,310,335 

Ⅲ 連結売上高に占める海外

  売上高の割合（％） 
15.3 17.8 25.5 58.6 

－ 29 －



（有価証券関係） 
  

   当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日） 

 有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。   

  

  

（デリバティブ取引関係） 
  

   当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日） 

 デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。 

  

  

（ストック・オプション等関係） 
  
   当第２四半期連結会計期間（自  平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

    該当事項はありません。 

  

  

      （企業結合等関係） 
  
   当第２四半期連結会計期間（自  平成21年７月１日 至  平成21年９月30日） 

       該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額又は純損失金額等 

 （注）１. 前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

    ２. 当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。 

       ３. １株当たり四半期純利益金額又は純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）１. 前第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

    ２. 当第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。 

       ３. １株当たり四半期純利益金額又は純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額            2,317.63 円 １株当たり純資産額         2,355.04円 

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 3.90円 １株当たり四半期純損失金額(△) △36.98 円 

  
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日） 

四半期純利益金額又は純損失金額(△) 

（千円） 
35,903 △338,018 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る四半期純利益 

又は純損失(△)（千円） 
35,903 △338,018 

普通株式の期中平均株式数（株） 9,199,563 9,140,172 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式で、前連結会計年度末から重

要な変動があったものの概要 

 －  － 

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額    0.19円 １株当たり四半期純損失金額(△)  △18.03 円 

  
前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 

至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

四半期純利益金額又は純損失金額(△) 

（千円） 
1,774 △164,815 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る四半期純利益 

又は純損失(△)（千円） 
1,774 △164,815 

普通株式の期中平均株式数（株） 9,199,532 9,140,172 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式で、前連結会計年度末から重

要な変動があったものの概要 

 －  － 
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（重要な後発事象） 
  
   当第２四半期連結会計期間（自  平成21年７月１日 至  平成21年９月30日） 

    当社は、退職金制度の一部について、適格退職年金制度を採用しておりましたが、平成21年10月1日をもって、

同制度を廃止し、確定拠出年金制度へ移行いたしました。 

 この移行に伴う会計処理については、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」(企業会計基準適用指針第

１号)を適用する予定であります。また、本移行に伴う当連結会計年度の損益に与える影響額は21,439千円（特別

利益)の見込みであります。 

  

  

（リース取引関係） 
  

   当第２四半期連結会計期間（自  平成21年７月１日 至  平成21年９月30日） 

 当四半期会計期間におけるリース取引残高は、前連結会計年度末と比べて著しい変動が認められないため、記載

を省略しております。 
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２【その他】 

  

 該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 

－ 34 －



  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成20年11月13日

株式会社精工技研 

取締役会 御中 

監査法人トーマツ 

 
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 白 田  英 生  印 

 
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 山 田    円  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社精工技

研の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成

20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社精工技研及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

     ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成21年11月12日

株式会社精工技研 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

 
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 後 藤  孝 男  印 

 
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 白 田  英 生  印 

 
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 山 田    円  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社精工技

研の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成

21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社精工技研及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

     ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年11月12日 

【会社名】 株式会社精工技研 

【英訳名】 SEIKOH GIKEN Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  上 野 昌 利 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 千葉県松戸市松飛台296番地の１ 

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所 

（東京都中央区日本橋茅場町一丁目５番８号） 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 
 当社代表取締役社長 上野昌利 は、当社の第38期第２四半期（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）の

四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

２【特記事項】 
 特記すべき事項はありません。 
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